　　長崎市介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修支援事業実施要綱
平成１５年４月１日
告示第２０３号
改正　平成１９年　３月２９日告示第２３１号
平成２２年　３月３１日告示第２０３号
令和　元年　７月　３日告示第４１４号
令和　３年　２月２２日告示第　８５号
　（趣旨）

第１条　この要綱は、長崎市地域支援事業実施規則（平成１８年長崎市規則第４９号）第３条第１項第４号ケに掲げる福祉用具・住宅改修支援事業のうち、住宅改修を支援するために実施する介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修支援事業（以下「支援事業」という。）について、必要な事項を定める。

　（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

⑴　介護支援専門員等　介護支援専門員、作業療法士、理学療法士、福祉住環境コーディネーター検定試験２級以上の資格を有する者及び介護予防支援事業所で就労する介護予防支援計画作成担当者（作業療法士又は理学療法士であって、市長から住宅改修指導事業の委託を受け、その業務に従事する者を除く。）をいう。

　⑵　対象被保険者　居宅介護支援及び介護予防支援の提供を受けていない要介護認定者及び要支援認定者をいう。

　⑶　理由書　住宅改修費の支給申請書に添付する住宅改修が必要と認められる理由を記載した書類をいう。

　⑷　対象業務　住宅改修に関する相談・助言を行うとともに、住宅改修費の支給の申請に係る理由書を作成する業務をいう。

　⑸　届出事業者　対象業務に従事する介護支援専門員等の属する事業者で、第４条の規定による届け出をした者をいう。

　（事業内容）

第３条　支援事業は、対象被保険者が住宅改修費の支給を受けるため、介護支援専門員等に対象業務を行わせることについて、届出事業者に依頼した場合に、対象業務に係る費用について、本市が対象被保険者に対し介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修支援事業支援費（以下「支援費」という。）を支給する事業とする。

２　支援費の支給は、対象業務に係る費用として、対象業務１件につき２，０００円の支援費を、対象被保険者の委任を受けた届出事業者の請求により、当該届出事業者に支払うものとする。

　（介護支援専門員等の届出）
第４条　対象業務を行おうとする介護支援専門員等の属する事業者は、住宅改修支援事業対象業務従事者届出書（第１号様式）に、対象業務に従事する介護支援専門員等の資格を証する書類の写しを添えて、あらかじめ市長に届け出なければならない。

　（支援費の請求等）
第５条　対象被保険者の依頼により理由書を作成した届出事業者は、支援費の支払いについて、請求書（第２号様式）に長崎市介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修支援事業に係る明細書（第３号様式）を添えて、住宅改修費の支給の事前申請後、速やかに市長に請求しなければならない。

２　市長は、前項に規定する請求があったときは、速やかに支援費を支払うものとする。

３　届出事業者は、支援費の支払いを受ける場合は、理由書の作成の業務に係る費用について、対象被保険者に請求してはならない。

　(状況報告)
第６条　市長は、必要があると認めるときは、届出事業者から支援事業に関する報告を求めることができる。

　（支援費の返還）

第７条　市長は、偽りその他不正の手段により支援費の支払を受けた者があるときは、期限を定めて、その者に支払った支援費の全部又は一部の返還を命ずるものとする。

　（委任)

第８条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

　　　

附　則（平成１５年告示第２０３号）
　この要綱は平成１５年４月１日から施行する。

　　　附　則（平成１９年３月２９日告示第２３１号）
　　この要綱は平成１９年４月１日から施行する。

　　　附　則

　　この要綱は告示の日から施行する。
附　則（平成２２年３月３１日告示第２０３号）
１　この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　この要綱の施行の日前に完了した対象業務住宅改修工事に係る改正前の長崎市介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修支援事業実施要綱の規定による支援費の支払については、なお従前の例による。
附　則（令和元年７月３日告示第４１４号）
　　この要綱は告示の日から施行する。
附　則（令和３年２月２２日告示第８５号）

（施行期日）

１　この要綱は、告示の日から施行する。

（経過措置）

２　改正前の長崎市介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修支援事業実施要綱に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。

